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市場調査ノート

コロナ禍における施設の利用
再開時の安全確保に貢献する
Bluetooth®技術

Bluetooth® 市場調査ノートでは、毎年発行されるBluetooth市場動向で取り上
げるトレンドと予測に関する詳細な分析をご紹介します。現在、各国政府が市
民や組織内の新型コロナウイルス感染の追跡および抑止のために曝露通知シス
テムを活用していますが、これにBluetooth®技術が用いられていることはよく
知られています。今、様々な組織が、オフィスや商業施設、公共機関の利用再
開時の安全を確保するため、Bluetooth®技術の活用を検討しています。 
本レポートでは、Bluetooth技術が様々な分野においていかに我々の生活や労
働環境の安全確保に貢献しているかをご紹介します。

https://www.bluetooth.com/bluetooth-resources/2020-bmu/?utm_source=internal&utm_medium=paper&utm_campaign=bmu&utm_content=assistive-hearables-note
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エグゼクティブサマリー
新型コロナウイルスの感染拡大が世界中で続く中、私たちの生活や職場など、様々な環境にお
ける安全を保護するため、各国政府や民間企業によるBluetooth ®技術の活用が進んでいます。

Bluetooth技術は各地域における曝露通
知や検査システムに活用されており、企
業における職場への復帰戦略や診断およ
び治療ソリューションの安全性を高めて
います。 
 
企業におけるソーシャルディスタンスを
徹底し、職場の利用再開を安全なものと
するためのデバイスが、この数か月で多
数登場しています。 
 
ABI Researchは、新型コロナウイルス関
連の単一のユースケースのソリューショ
ンにとどまらず、将来性のある包括的な

リアルタイム位置情報システムやIoTの導入を実現することで、Bluetooth技術をより効果的
に活用できると考えています。こういったソリューションはコロナ禍において有用性がある
のはもちろんですが、ポストコロナの時代においても、企業が効率性や利益率を高め、さら
に成長していくための礎となるでしょう。
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はじめに
新型コロナウイルスの感染拡大は、私たちの生活を一変させまし
た。工場やオフィス、学校、店、レストラン等、様々な職場や施
設が閉鎖を余儀なくされ、経済や個々の組織に極めて大きな影響
を与えています。現在、世界中の政府や組織が、ロックダウンを
いかに安全に緩和し、 さらなる感染爆発のリスクを減らしながら
職場復帰を促すというタスクに取り組んでいます。

有効なワクチンの普及により一刻も早く正常な生活に戻れること
が望まれていますが、Bluetoothもまた、リアルタイム位置情報システム（RTLS）やウェアラ
ブルデバイス、 スマートビルディングなどの数多くのIoTソリューションを通じて、変化を
迫られている世の中に貢献できます。こういったソリューションを活用することで、職場に
おけるソーシャルディスタンスの徹底、濃厚接触者の追跡、衛生管理、非接触型アクセス制
御などが実現しています。また、RTLSを活用することで、それにとどまらない広範囲に渡る
資産追跡や運用効率を向上させることが可能です。Bluetoothは、こういったメリットを実際
に得られる技術のひとつに挙げられます。2025年までに、世界中でおよそ55万のBluetooth 
RTLSシステムが導入されると予想されています。

職場や様々な環境への安全な復帰を支援
これまで、Bluetooth® 技術は、新型コロナウイルスの感染拡大を抑止するため、世界中で幅
広く利用されてきました。Bluetooth技術はスマートフォンに搭載され世界中に普及している
ため、各国政府はBluetooth接続を利用した曝露通知システムを採用しています。これは、
ある人物に新型コロナウイルスの陽性反応が出た場合に、その人物と濃厚接触していたユー
ザーに通知を行うシステムです。たとえば、英国では、国民保健サービス（NHS）が接触追
跡アプリを提供しており、運用開始から2か月でおよそ2,000万ダウンロードを記録してい
ます。 ほかにも多くの国で同様のソリューションが導入されています。本レポートでは、職
場への復帰支援に焦点を当てていますが、曝露通知システムが、職場だけでなく、学校、大
学、販売店、オフィス、公共施設をはじめとする様々な場所の再開時における安全性の向上
に貢献することに疑いの余地はありません。

Bluetoothをはじめとする技術は、コロナ禍の中でも企業が安全な職場復帰を進めるために
役立つソリューションです。これらの技術を利用することで、雇用者や建物、施設の所有者
は、位置データやアナリティクスを通じ、従業員や利用者にとってより安全な環境を構築で
きます。この数か月で、新型コロナウイルスの感染を抑止するためのBluetoothソリューショ
ンとして、RTLSやスマートビルディングをはじめとするIoTソリューションが爆発的に増え
ています。これらのソリューションプロバイダーは、新製品の開発または既存製品の改良を
通じて、安全なオフィスや施設の再開に貢献しています。

Bluetooth® RTLSソリューションが
世界中で2025年までに実装 

55
万台の
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提案されているソリューションは多岐に渡ります。中にはインフラの
追加を必要とせず、既存のインフラや機器を活用できる短期的なもの
もあります。一方、長期的なRTLSの運用ソリューションでは、追加
のインフラが必要になりますが、位置情報 サービスの精度を高める
ことができます。これは、コロナ禍で活動ができないことで損失を被
り、なんとしても遅れを取り戻す必要がある企業にとっては運用上の
改善につながります。 
ABI Researchは、2025年までに年間3億台を超えるBluetooth RTLS
タグが出荷されると予測しています。これは資産や従業員、乗り物、ツール、設備の追跡な
ど、様々な用途で使われることが想定されます。こういった用途においては、インフラや求
められる精度に応じて、しばしば 複数の技術を併用する必要があります。RTLSのベンダーの
間では、インフラ不要なソリューションと、インフラをフル活用するソリューションの2種類
を提供するところが増えています。 これは、コロナ禍におけるロックダウンや渡航制限、現
場への導入の困難さといった課題に対処するための策といえます。こうしたベンダーの多く
は、企業が安全に業務を再開できるように、既存のプラットフォームに新型コロナウイルス
関連のデバイスや拡張機能を提供する方針を掲げています。Bluetooth技術が、安全な利用再
開に貢献している主要分野について、以下でご説明します。

ソーシャルディスタンス、濃厚接触の追跡、利用状況の管理
新型コロナウイルスは、主に感染者と近距離で長時間接触している場合に感染します。その
ため、各国政府は「可能な限り、いかなるときでもお互いに2メートル以上離れる」ことを
推奨しています。これにより、様々な組織でソーシャルディスタンスの遵守に寄与するため
のBluetooth®ソリューションが多数登場しました（図1）。これらのソリューションには、
リストバンドやペンダント、バッジ、ストラップ、ヘルメット、ポケット装着デバイスとい
ったウェアラブルデバイスを活用するものが多く含まれています。これにより、ユーザーの
近くに人がいることを検出し、視覚や聴覚、触覚などを通じて、安全距離を保つようユーザ
ーに通知します。この市場は急速に発展しています。Bluetoothの多くの集積回路系のベンダ
ーが、こういった ソリューションへの関心が高まっていると報告しており、新興企業も生ま
れ続けています。 ただ、こうしたソリューションは基本的に登場して数か月程度のものが多
く、導入が十分に進んでいるとは言えません。次に、Bluetooth技術を活用した市場の代表例
を挙げます。

Bluetooth® RTLSタグが
つけられたデバイスが出荷

2025年までに年間で

3
億台の
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ソーシャルディスタンス、濃厚接触の追跡、利用状況の管理

HID Globalは、従業員や訪問者のソーシャルディスタンスソリューションとしてBEEKs™ Bluetooth® LE 

(Low Energy) のタグを活用し、人同士が接近したことを検知しています。このデータはBluFiゲートウェイ経
由で送信され、クラウドで報告されるとともに接触追跡をはじめとする分析が行われます。

Laird Connectivityは、Nordic SemiconductorおよびQuuppaと提携して、Bluetooth®トラッカーのSentrius 

BT710およびBT720をリリースしました。BT710には視覚、聴覚、振動によるアラート機能が搭載されており、
接近時に通知を行います。また、ゲートウェイを介して接近したことを記録します。さらに、誤報を減らす
ため、アンテナ構成について独自設計が採用されています。BT720にはQuuppaのRTLS技術が搭載されています。
これにより、従来型のRTLSでも1メートルを切るレベルの精度が実現しています。

Estimoteは、職場における安全に寄与する、様々なフォームファクターのウェアラ ブルデバイスを開発しま
した。同僚と接近した場合、すべて記録されます。従業員に新型コロナウイルスの症状が見られる場合は、
雇用主に報告します。雇用主はそれをもとに、他のチームメンバーを守るための接触追跡レポートを生成で
きます。

Kontakt.ioは、「COVID-19 Contact Tracer」というソリューションを提供しています。このソリューション
では、Wi-Fiのアクセスポイントや専用のBluetoothゲートウェイインフラに組み込まれたBluetooth®バッジ
やBluetoothの無線デバイスを活用し、建物内の全従業員および訪問者の移動記録を取り続けます。このうち
誰かの感染が報告された場合、ソリューションが接触をさかのぼって追跡し、他の人への曝露リスクを予測
します。これにより、感染拡大についてより正確な情報に基づいた対応が可能となります。

Bluetooth® の超低消費電力の集積回路を製造しているAtmosicは、ソーシャルディスタンスおよび接触追跡
ソリューションであるAllSafeリストバンドをTraceSafe Inc.に提供しています。このソリューションは、カナ
ダのラグビーリーグのトロント・ウルフパックが、2020 - 2021シーズンにランポート・スタジアムをはじ
めとするカナダのラグビースタジアムで試合をする際に、観戦するすべてのファンに提供されます。

Zebraのソリューション、「Motionworks Proximity」は、既存のBluetooth® およびWi-Fi モバイルコンピュータ
を使用して、従業員同士が接近した場合に警告を行います。また、既存のWi-Fiインフラを使い、接近したこ
とをクラウドで記録します。曝露した場合は、ソリューションが接触追跡レポートを作成します。これに基
づき、企業が影響を受けた可能性のある従業員を特定し、必要な措置を取れるようになります。

Quuppaは、新型コロナウイルス対策として、様々なパートナーシップを通じてBluetooth® LE技術を活用し
た数多くのソリューションを提供しています。 長期的には、これらのソリューションを活用し、資産追跡や
ワークフローのデジタル化、プロセスの最適化といった様々なビジネスニーズに応えられるようになる可能
性があります。

ProGloveは、Bluetooth® のウェアラブルなバーコードスキャナを製造しています。同社はProGlove 
Connectアプリをアップグレードし、音や光、振動でProGlove MARKデバイスの利用者に警告することが可
能になりました。この製品は、電話のアラートすら聞き逃すほど騒音が大きくせわしない倉庫等の環境にお
ける、ソーシャルディスタンスの遵守に貢献しています。

図1：ソーシャルディスタンス、濃厚接触の追跡、利用状況の管理といったニーズが増加 出典：ABI Research 2020年
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他にも、既に導入されているBluetoothデバイスを活用したソーシャルディスタンスの遵守に
寄与するソリューションを提供しているところもあります。RTLS分野では、接近検知および
接触追跡ソリューションを自社のソフトウェアプラットフォームに追加し、多くの企業や医
療施設、産業施設における既存のBluetooth RTLSデバイスを追跡するソリューションが多数
提供されています。

こういったソリューションの強みとして、複雑な広域RTLSインフラを導入せずとも、実装が
迅速かつ効果的に行える点が挙げられます。さらにスマートフォンやデータ収集システム、
ゲートウェイ、Bluetooth対応のWi-Fi APなどを活用し、クラウドレポートや接触追跡をはじ
めとする 重要な分析も行えます。コロナ禍によるロックダウン中は、従来のRTLSのベンダー
が現場で ソリューションの導入および設定を行うのが難しかった状況で、こういったソリュ
ーションが 重要な役割を果たしました。

職場復帰の安全性向上ソリューションが企業にもたらす、その他の利点
ソリューションの中には、ソーシャルディスタンスを確保する指針のみを提供するものもあり
ますが、こういったソリューションの多くはより包括的なクラウドによる分析やレポート機能
を有しており、企業にとってさらに安全なツールとして機能します。データはタグから回収
してスマートフォンや ゲートウェイ、Bluetooth® 対応のWi-Fi 
AP経由でアップロードできる場合が多く、そのデータに基づ
いた分析を実施します。

従業員が新型コロナウイルスの検査で陽性となった場合、デー
タを収集し、接触したすべての従業員を特定します。これに
より、工場や倉庫、オフィス等の施設全体を閉鎖せずとも、
正確な情報に基づいた予防措置の判断を下すことができ、事
業の中断による影響を最小限に抑えることができます。Bluetoothのタグは、2020年および
2021年を通して1,100万台以上出荷されると見込まれており、従業員の追跡や安全確保、ア
クセス制御といった用途に用いられます。より高度なインフラをベースとしたアンカーとタ
グによるRTLSソリューションでは、ソーシャルディスタンスが遵守できないケースが頻発す

る区域や一度に人が集中する時間を特定する、「ホットスポッ
ト分析」も実施可能です。これにより、従業員が日常業務を効
果的に実行しつつ、ソーシャルディスタンスも遵守できるよう
なワークフローを意思決定者が策定できるようになります。従
業員や活動を追跡することで、 最も使用頻度の高い部屋や室内
のエリアに関するデータが手に入ります。これにより、そのよ

うな区域に消毒のための適切なリソースを優先的に投入し、ウイルスの付着した表面に触れ
るリスクを最小限に抑えることができます。RTLSやスマートビルディングのプラットフォー
ムでは、占有率をリアルタイムで把握することも可能です。これにより、デスクや会議室が
利用可能か、消毒が必要かどうかを確認できます。Bluetooth対応の人感センサーの出荷台数
は、2020年から2026年にかけて年平均成長率110％で伸び、2026年までに年間600万台の
出荷を達成すると予測されています。Bluetooth技術およびWi-Fiによる屋内の道案内機能を活

2020年から2026年にかけての
Bluetooth® の人感センサーの

110%
年平均成長率

2020年および2021年を通して
出荷が見込まれるBluetooth® タグ

1,100
万台
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用することで、人混みをユーザーに通知し、目的地までの安全な道のりを案内することもで
きます。

スマートビルディングにまつわる新たな機会
商用ビルへの職場復帰の取り組みが続けられる中、コネクテッドデバイスで環境や建物内の
資産を継続的に監視することで、建物内のリソースを効率的に活用しつつ、従業員の健康や
安全、 セキュリティを確保するという需要が増えていくと予想されます。この需要は、空間
管理や環境のモニタリング、清潔さの維持、衛生管理、資産管理といった次世代のBAS（ビ
ルディングオートメーションシステム）の管理ソリューションを後押ししていくでしょう。
こういった新たな利用方法は、主にワイヤレスセンサーをベースとしたデバイスによって実
現すると考えられます。デバイスはスタンドアロン型または、既存のBASに統合される形で
運用されます。現在、建物の管理者や所有者は、商用施設が迅速に利用再開できることを望
んでいます。また、建物の既存のシステムとの統合にはコストがかかり、複雑でもあるた
め、初期段階では、スタンドアロン型のサブシステムとして運用されるケースが大半になる
でしょう。ビル管理者が、こういった新たな活用方法の投資収益率（ROI）について認識する
につれて、既存のBASとの統合が進んでいくと考えられます。

Pointrは、新型コロナウイルス対応として「WorkSafe」と呼ばれる職場の安全性を向上させ
るソリューションを活用しています。同社をはじめ、いくつかの企業がBluetooth®ビーコン
やセンサー、 スマートフォンを活用したソリューションを提案しています。「WorkSafe」
は、接触追跡、利用状況の管理、密状態の監視、消毒状況の監視、安全な道案内などを組み
合わせたソリューションです。

こういったインフラを活用しないソリューションを提供する企業も多くなっている一方
で、ABI Researchは、長期的な観点から、効果的なRTLS戦略を策定する方がもたらされる利
益が大きくなり、企業にとっての投資収益率を最大化できると考えています。また、運用効
率を大きく高めることで、ポストコロナの世界における競争力の維持に役立つとも確信して
います。Quuppaをはじめ、到達角度をベースとしたソリューションを提供しているところも
あります。これにより、10センチメートル単位の精度で位置情報が把握できるようになり、
新型コロナウイルス対策のみならず様々な用途への活用が見込めます。こういった包括的な
ソリューションには、タグの導入といった、より単純なやり方では得られないメリットがあ
ります。

今や、主要なWi-Fi APベンダーのアクセスポイントに、Bluetooth LE（Low Energy）の機能
や位置情報サービスが組み込まれていることが多くなっており、導入が容易になることで、
より普及が進んでいくでしょう。ABI Researchは、企業のアクセスポイントへのBluetoothの
統合は、2020年から2025年にかけて年平均成長率14％で成長すると予測しています。これ
により、位置情報 技術が持つ価値が、より広く認知されるようになるでしょう。拡張ケーブ
ルの配線や構成、調査を必要としない、すぐに使用できるようになるプラグアンドプレイの
ソリューションの需要が高まっています。

Bluetooth技術のユースケースには、室内における資産追跡や利用状況の検知といった、厳格
なセンチメートル単位の精度を必要としないユースケースも多く存在します。
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衛生管理の徹底
各国政府は、新型コロナウイルスの感染拡大リスクを抑えるため、定期的な手洗いおよび物
の表面の消毒の実施に取り組んできました。Bluetooth® のスマートビルディングおよびRTLS
ソリューションは、衛生管理のためのソリューションとして、接触や汚染された物の表面を
介したウイルスの拡散抑止に 貢献します。医療施設では、既にRTLSを活用した手指の衛生に
関するコンプライアンスへの取り組みが行われています。世界保健機関（WHO）によると、
先進国の急性期病院の入院患者の 5～10％が医療関連感染症（HAI）に罹患しており、米国だ
けでも年間で8万人以上がHAIにより死亡しています。これは1日あたり200人に相当します。

次の図は、HID Globalが提供するBluetoothを活用した手指衛生ソリューションです。消毒剤
のディスペンサー内にはBluetoothビーコンが埋め込まれており、従業員がつけているタグや
バッジがディスペンサーの使用を監視、登録します。その後、ゲートウェイを介してクラウ
ドで記録されます。

医療分野における用途
Quuppaをはじめとする、病院内でのBluetooth® RTLSソリューションを提供している企業
は、医療従事者の入退室の時刻や手指消毒剤のディスペンサーの使用状況や 患者との距離を
検出するソリューションを導入しています。Quuppaの技術は日本の福井大学医学部附属病院
に導入されており、余計な手順を必要とせず、処置に遅れを生じさせない同社のソリューシ
ョンにより、同病院の患者対応時における手指の衛生基準の遵守割合が300％向上していま
す。また、AiRISTA Flow はBluetoothおよびWi-Fi
を活用した手指の衛生基準を遵守するためのソリ
ューションを、240床を有する地域の医療施設の
全職員と、900台の消毒ジェルのディスペンサー
を対象に展開しています。このソリューション
は、すべての病室や治療室、トイレ、食堂をはじ
めとする共用スペースをカバーしており、コンプ
ライアンスの遵守率が最初の半年間で65％から89％へと増加しています。

BEEKs™ ビーコン BLUFI™
ゲートウェイ

使用
データ

使用
データ

BLUZONE™クラウド
レポーティング＆アナリティクス

図2：HID Globalによる手指衛生用ソリューション 出典：HID Global、2020年

手指の衛生基準の遵守率が向上

Bluetooth® の衛生管理ソリューションにより、 手指の衛生基準の
遵守割合が300％向上

300%
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企業による利用例
医療施設以外でも、手指の衛生基準は様々な企業が感染リスクを抑制するために導入してい
ます。オフィス等の職場では、手指消毒剤がトイレやキッチン、食堂などの共有スペースの
入り口に設置されています。このソリューションにより、部屋の出入りごとに従業員が消毒
剤を使用しているかを監視し、使用を促すことができます。

また、接触追跡機能と位置分析機能を組み合わせることで、陽性の従業員がいた場合に、必
ずしも施設全体をくまなく消毒するのではなく、陽性の従業員が利用した箇所を重点的に消
毒するといった対処が可能となります。これにより洗浄や消毒にかかるコストを抑えるだけ
でなく、生産性が低下し、大きな損失が発生しうる施設全体の閉鎖を防ぐことにもつながり
ます。また、消毒にあたるスタッフを追跡し、ウイルスに汚染された可能性のあるエリアす
べてを効果的に消毒するとともに、消毒に必要なリソース消費を効率化し、効果を最大限に
高めることができます。アプリまたはバッジをつけた消毒担当スタッフを監視して、必要な
エリアの清掃に十分な時間を費やしたことを確認できるほか、最も人が出入りするエリアを
優先させることで効率を最適化できます。従業員と実施の確認を含む監査証跡を共有するこ
とで、従業員がより安心して職場に復帰できるようになります。多くのRTLSソリューション
で行われているように、従業員とタグの双方を追跡することで、新型コロナウイルスで陽性
反応を示した従業員が使用した装置や区域を追跡、消毒することができます。これにより、
汚染が拡大するリスクを軽減し、他の人が使用する前に必要箇所を確実に消毒できます。た
とえば、病院施設における車椅子や人工呼吸器、輸液ポンプ、スキャナをはじめとする医療
機器などの共有リソースが汚染された状態か、消毒されたかを識別し、さらなる感染を防ぐ
ことができます。また、デスクを共有するオフィスの従業員に対しては、前回の使用後に清
掃、消毒された場合に通知することが可能です。

倉庫や製造施設では、同じツールや機器に触れた作業者を追跡できます。シフト終了時に消毒が
必要なデバイスを特定し、安全が確保できるまで使用しないように推奨することが可能です。

Bluetoothのウェアラブルデバイスを使用したヘルスモニタリングや曝露管理の業界において
も、Bluetoothが重要なソリューションとして活用されています。体温や心拍数をはじめとす
る生体情報の監視を行い、新型コロナウイルス感染の早期発見に貢献するBluetooth対応のウ
ェアラブルデバイスが多数登場しています。2020年にNBAは米国フロリダ州のディズニー
ワールドでシーズンを再開しましたが、その際に選手らはディズニーワールドの隔離施設、
通称「バブル」で過ごしました。同施設では、新型コロナウイルス感染の早期発見のため、
およそ25％の選手がBluetoothのOuraリングを使用しています。ウェアラブルデバイスはさ
まざまなセンサーを 活用し、安静時の心拍数や心拍変動、呼吸数、体温、睡眠の質を監視で
きます。また、バブルではNBAが健康リスク管理（HRM）のプラットフォームを採用し、使
用に同意した選手や スタッフごとに独自のリスクスコアをつけています。このリスクスコア
は、ユーザーが病気に関連する症状を呈しているかを示す指標として機能します。

症状の早期発見
オークランド大学も最近、新型コロナウイルス感染の初期症状の特定に役立つスクリーニング
装置として、学生やスタッフ向けにFDAが認可したデバイス「BioButton」を導入しました。
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同装置は体温や呼吸数などの指標のわずかな上昇を検出するとともに、Bluetooth® 技術で他
のユーザーとの近接を報告し、接触追跡を行います。このソリューションは、日常的に濃厚
接触のリスクを監視するアプリと組み合わせて使うことで、デバイスでは検出できない咳な
どの症状をユーザーが自己報告し、より包括的な検出を行うことができます。また、このソ
リューションはケイマン諸島の観光客向けにも導入され、入国後14日間このデバイスを装着
することで、 検疫を回避することが可能となっています。さらに、米国陸軍感染症医学研究
所（USAMRDC）は最近、Empaticaと提携し、新型コロナウイルス感染の早期検出を行う様
々なセンサーと アルゴリズムを備えた手首装着型のBluetooth対応デバイスの導入を進めてい
ます。デバイス「EmbracePlus」は、アプリと組み合わせることで、感染リスクの指標を毎
日表示し、初期症状が見られる場合はユーザーに警告を行います。

ほかにも、様々なデバイスが登場しています。英国に本社を置くWaire Healthの
「C-Detect」には、Nordic SemiconductorとLairdのBluetooth技術が使われています。C-
Detectは腕に装着するタイプのウェアラブルデバイスのヘルスモニターで、10日間にわたり
心拍数や呼吸数、中枢温、酸素飽和度を10分ごとに測定します。他のソリューションと同様
に、C-Detectもまた感染の初期症状や、自宅隔離が必要かの情報をユーザーに提供します。
また、同ソリューションは接触追跡だけでなく、ソーシャルディスタンスを確保するために
も活用できます。

Cassia Networksは、中国各地の学校にBluetoothの長距離通信ゲートウェイを導入しまし
た。これにより人が読み取りを行わずとも、リストバンドを介してスタッフや学生の体温を
リモートで監視できるようになりました。リアルタイムで継続的に監視することで、授業を
中断しなくとも体温の異常を早期に検出し、隔離を実施できます。もっとも、新型コロナウ
イルス感染の初期症状の検出を行うこのようなソリューションがより幅広く普及していくた
めには、有効性の検証に関するさらなる取り組みが求められます。

曝露通知の分野で広まるBluetooth技術
Bluetooth SIG（Special Interest Group）は、スマートフォンを活用した曝露通知システム
をウェアラブルデバイスにまで拡大しており、年齢を問わず、あらゆる人が、新型コロナウ
イルスの感染者と濃厚接触していた場合に通知を受け取ることができるよう取り組んでいま
す。Bluetooth SIGのメンバー企業150社以上が、ウェアラブルデバイスのより幅広いサポー
トを推進する曝露通知のワーキンググループ（ENWG）に参加しています。

また、スマートフォンと組み合わせてリモートで患者の診断および監視を行うBluetooth® 対
応の医療機器も増えています。NBAのバブルでは、Kinsa Bluetoothの体温計とMasimoのパル
スオキシメーターを導入。全選手にバイタルデータの取得と、スマートフォンのアプリを用
いた測定値の記録が義務付けられました。

また、ウェアラブルデバイスやプラットフォーム、ヘルスケア企業が提携し、医療用ウェア
ラブルデバイスやスマートウォッチ、アクティビティトラッカーを活用し、症状の進行や、
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感染が疑われる人のバイタルサインの監視を行うなどの様々なプロジェクトが進行中です。
ウェアラブルデバイスでバイタルデータを記録し、症状を監視して、患者の状態が悪化した
場合に医療従事者に知らせるシステムの試験と運用が進められています。これは、病床数が
足りず、重症の患者を病院で治療するため、自宅で過ごさなければならない軽症の患者が多
数いる場合にとりわけ重要になりうるソリューションです。新型コロナウイルスの感染拡大
が続くなか、医療従事者はウイルスにさらされる危険性が高く、他の患者への感染も招くお
それがあります。しかしこういったウェアラブルデバイスを活用することで、重症患者と医
療スタッフの間で 不要な接触を減らすことにつながります。

新型コロナウイルスの感染拡大が続く中、ヘルスケア分野のウェアラブルデバイス製品の研
究開発が相次いでおり、コネクテッドな血圧計や持続血糖値
測定器、パルスオキシメーター、心電図モニターなどの製
品出荷数は2020年の1,200万台から年平均成長率34.4％で
成長し、2025年 には5,200万台に達すると予想されていま
す。さらに、その他のフィットネスや健康管理、接触追跡機
能がいずれ追加されるであろうスマートウォッチやアクティ
ビティトラッカーの出荷台数は、2025年までに2億7,500万
台近くにまで伸びると予測されています。

非接触型のアクセスおよび制御
数字にはばらつきがあり、研究が進むにつれて変化し続けていますが、新型コロナウイルス
は様々な物質の表面で、最長72時間残存すると報告されています。そのため、ドアノブやキ
ー パッド、ドアの表面、照明のスイッチをはじめとする、人が触れる頻度の高い場所が、感
染のリスクを高めると考えられています。そこで、様々な企業や施設で、こうしたリスクを
最小限に抑えるためのBluetoothバッジによるドアロックの解除や、スマートフォンによる入
室管理といったBluetoothによるアクセス制御のソリューションの需要が高まっています。こ
うしたソリューションは、より広範なRTLSや新型コロナウイルス対策にも応用できます。例
えば、検査で陽性と判定された従業員に対し、復帰が完全に認められるまで建物に入れない
ようにするといった対処が可能です。建物のエリアごとのアクセス制限により、大規模な集
会や、ウイルスが存在する可能性のある箇所へのアクセスを防止することができます。建物
の管理者は、アクセス制限により、一度に立ち入るユーザー数を制限し、密になるの防ぎ、
ソーシャルディスタンスの確保ができます。建物へのアクセスを制限することで、異なるシ
フトの従業員の混在を防ぎ、感染拡大を抑止します。これにより、Bluetooth対応のアクセス
制御を行う リーダーやパネルの出荷台数は、2026年までに年間約1,600万台に達すると予測

されています。現在の出荷台数は25万台となっており、2021
年から2026年までの年平均成長率は102％になると予測されて
います。

2025年までのBluetooth® を搭載した
ヘルスケア分野のウェアラブルデバイスの

年間出荷台数予測

5,200
万台

2026年までのBluetooth®
を搭載したアクセス制御用の
リーダーおよびパネルの出荷台数

1,600
万台
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照明のスイッチを介した感染拡大のリスクを減らすため、スマートフォンで制御を行う
Bluetoothのスマート照明装置を導入することで、スイッチに触れることなく、好みに合わせ
た照明の調整が可能です。

Bluetooth対応の商用照明ソリューションの出荷台数は、年平均成長率130％で伸びてい
き、2026年までに年間出荷台数が600万台を突破すると予測されています。これは、今後数
年でワイヤレスソリューションとして最も高い成長率と考えられています。

図3に示すように、Bluetoothのビルディングオートメーションデバイスは、HVACや照明、
アクセス、ワイヤレスセンサー 分野で今後数年間、急速に成長する見込みです。これら
の ユースケースやその他のユースケースが発展を続ける
中で、2020年の年間出荷台数が約170万台だったのに対
し、2026年までには約5,000万台に達すると予測されてい
ます。

市場課題
このような成長予測があるものの、安全な職場復帰ソリューションが普及するためには、ま
だいくつかの課題が残されており、その課題を以下でご説明します。 
 
■ ソーシャルディスタンスを対象とするソリューションは比較的新しく、有効性が実証され
ていないものが多いのが現状です。このソリューションが感染拡大の防止にどれほど貢献する
かという観点から、より多くのデータが揃うまで導入をためらっている組織も存在します。

年間出荷台数（単位：万台）

0
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20
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40
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2026202520242023202220212020

Bluetooth® のビルディングオートメーションデバイス

図3：Bluetoothのビルディングオートメーションデバイスの年間出荷台数予測。

Bluetooth® 対応の商用照明ソリューションの
2026年までの年間出荷台数の

130%
年平均成長率
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■ 同様に、ウェアラブルデバイスによる感染の早期発見についても、こういったデバイスが 
新型コロナウイルス感染の早期発見にどれほど効果的なのか、そして臨床グレードのメディカ
ルモニタリングの改善にどれほど寄与するのかを実証するような証拠と研究が求められます。

■ 一部の企業や建物においては、物理的な制限からソーシャルディスタンスの確保が困難な 
ケースがあります。そういった場合、従業員はリモートワークの継続やシフト業務、あるい
はリモートへの恒久的な移行といった選択肢のほうが望ましいことがあります。例えば、富
士通は8万人の従業員を対象に、無期限での在宅勤務を決定しています。

■ ソリューションの中には、接近時の警告のみを行い、追加の分析機能を有していないもの
があります。こういったソリューションは一時的なものとしては適切な一方で、利用状況の
管理やヒートマップ、プロセスの最適化といった職場復帰に関する踏み込んだ機能は提供で
きていません。また、単一のユースケースのソリューションの場合、上述したような職場へ
の安全な復帰のための踏み込んだ機能を導入するには、インフラの追加や投資が必要になり
ます。

■ 一部のソリューションは依然として非常にコストがかかり、コロナ禍で大きな打撃を
受けた企業にとっては、必要な投資を行うのが困難な場合があります。多くのデバイス
で、Bluetooth対応のWi-Fi APやゲートウェイといった、データを記録するためのインフラへ
の追加投資が必要となります。

■ 一部のソリューションは、精度や効果が限定的です。Bluetoothのタグを利用して人同士
の距離を受信信号の強度(RSSI: Received Signal Strength Indicator)で把握するソリューション
は、最大限の精度が実現できず、有効性が限定的となる 場合があります。高度なインフラを
活用するRTLSのソリューションでも、位置情報の精度にはばらつきがあります。例えば、従
来のBluetooth RSSIを活用するRTLSソリューションでは、精度が数メートル程度となり、ユー
スケースによっては有効性が限定的となることがあります。一方、新たなBluetoothの方向検
知機能を活用するRTLSソリューションの場合、 センチメートル単位の精度で位置を特定する
ことが可能です。さらに、こういった用途においては、Bluetooth技術以外にもUWB（超広帯
域無線）もセンチメートル単位の精度を実現しており、強力なライバルとなっています。ただ
し、Bluetooth技術とUWBを組み合わせることで、電力消費を管理して抑えつつ、汎用性やデ
ータ転送を最大限に活用しながら、UWBの広域通信を利用できます。

■ ソリューションによっては、物体や人によって妨害や減衰が発生する場合があります。 

そのため、そういったソリューションはむき出しにして一定方向に向けたままにすることが重
要です。これにより有効性やユーザー体験が損なわれ、快適に使用できない場合があります。
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■ ワクチンの普及が現実味を帯びてくるなかで、こういったデバイスへの関心や普及の勢
いがそがれる可能性があります。企業は短期的なソリューションに投資したがらないでしょ
う。また、ワクチンの状況がもっと明確になるまで、投資を保留するかもしれません。新型
コロナウイルス対策のソリューションが提供する価値は、新型コロナウイルス自体が抑止さ
れることで低下していきます。だからこそ、ソリューションプロバイダーは、この機会に
RTLSやBluetooth® 技術の有するそれ以外の利点について伝え、ポストコロナ時代における
幅広いデジタルトランスフォーメーションの取り組みにもつながる、資産や機器の追跡や運
用効率の 向上に役立つソリューションの導入を促していく必要があります。

■ RTLS市場ではこれまで、多数の新興企業や中小企業により、BluetoothやWi-Fi、 
UWB、アクティブRFID、可視光通信（VLC）、音響センサー、地磁気センサーといった様
々な位置情報のソフトウェアアルゴリズムやハードウェア技術を用いたソリューションを開
発してきました。屋内の位置情報ソリューション分野では、主流となるエコシステムが 確立
しておらず、そのため各社は技術の概念実証として独自のソリューション開発に邁進してき
ました。その結果、製品のスケーリングが課題となっており、導入にあたってのカスタマイ
ズに多大な労力と時間を費やす必要がありました。これにより導入コスト（アンカー ポイン
トの設置やタグの寸法設定とテスト、IT/OTシステムとの統合等）が、製品自体のコストよ
り高くなるようなケースが頻発しました。また、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う ロッ
クダウンにより、RTLS分野の企業は市場で製品の導入を行うのがより困難になりました。

■ プライバシーへの懸念も非常に大きなものとなっています。現在は健康上の差し迫った懸
念があることから、一部の企業では後回しにされがちですが、広範囲な追跡についての 懸念
は正当なものであり、人の追跡ソリューションは、地域の様々な法規制を遵守したものとな
っている必要があります。これまで述べたように明らかなメリットもある一方で、 エンドユ
ーザーがデータの使われ方について懸念を抱くのも当然であり、ベンダーは個人情報が確実
に削除されることと、新型コロナウイルス対応等の安全関連のデータのみが記録されるよう
に最大限の努力を払う必要があります。産業施設や医療施設では、安全対策としての追跡が
より受け入れられやすい場合もありますが、オフィスや教育施設ではより厳しく見られる可
能性があります。たとえば、オークランド大学では個人情報の取り扱いに関する懸念や反発
から、ソリューションの「BioButton」を任意的なものにせざるを得ませんでした。さらに、
新型コロナウイルスの影響が収束していくにつれて、こうした懸念はさらに高まる可能性が
あります。エンドユーザーは、データの管理方法について十分に知らされるべきであり、そ
のためには組織があらゆる側面から情報提供を行うことが求められます。

■ 新型コロナウイルスのパンデミックにより、RTLSソリューションの必要性が明らかにな
ったとともに、テクノロジーを導入する上での課題もまた浮き彫りになりました。2020年に
は、施設の閉鎖や立ち入り制限などが、RTLSソリューションの現場への導入に多大な影響を
及ぼすと考えられていました。多くのベンダーが、移動制限により困難な状況を強いられま
した。RTLSが最大限のポテンシャルと精度を発揮するには、導入時にアンカーポイントの設
定や調査など、大掛かりな準備が必要なためです。リモートでは不可能であったり、大きな
困難を伴ったりします。とはいえ、Bluetooth® RTLSソリューションへの関心が高まってい
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るのは事実です。ABI Researchは、こういった制限が緩和されれば、RTLSソリューション
が今後5年間でBluetooth技術の中でも屈指の急成長を続け、2020年から2025年まで47％の
年平均成長率を達成すると予測しています。ソリューションの普及を後押しするため、導入
の容易さと、ソリューションの実用性および精度のバランスを取ることが求められます。理
想的なのは、設定が簡単にまたはリモートで設定が可能で、すぐに使えるようなソリューシ
ョンへと移行していくことです。CiscoやJuniper、Arubaといった企業がWi-Fi AP上におけ
るBluetooth技術の統合に継続的に取り組んでおり、これがBluetoothベースのRTLSの導入
コストの削減と課題解決につながる可能性があります。

結論および戦略的推奨事項
新型コロナウイルス対策を目的としたソリューションが多数登場していることは明らかです
が、Bluetooth® 技術を使った位置情報ソリューションにおいて、新型コロナウイルス対策だ
けでなく、それ以外のRTLSおよびスマートビルディング戦略全体を考慮することのメリットは
見逃せません。包括的なやり方で幅広いユースケースを取り込むことで、長期的に見て付加
価値の高いユースケースの可能性が広がるためです。

  ポストコロナの時代に、ヘルスケアや製造、物流をはじめとする分野の主要なステー 
  クホルダーが、スマートビルディングにおける位置情報のソリューションに大きな関 
  心を寄せつつあるという認識がRTLSのベンダーの間で広まっています。

2020年の第2四半期には、多くのベンダーが、新型コロナウイルス関連の問い合わせが増え
ていると報告しています。サプライチェーンにおけるRTLSの持つメリットが知られていく
なかで、より一般的な資産追跡ソリューションについて関心が寄せられるようになっていま
す。新型 コロナウイルスの感染拡大は、将来に向けた計画策定においてプロセス改善の必要
性を 生み出しました。そしてRTLSがより事業へ幅広い影響を及ぼすことについても理解が進
む 可能性があります。RTLSソリューションが、単なる位置情報データの提供よりもはるかに
多くの価値を生み出すという認識が広まっているのです。

  こういったソリューションが、新型コロナウイルス関連の初期における課題解決に寄与する 
  一方で、感染拡大が収束していくにつれて、位置情報インフラの他のメリットがより明らか 
  になっていくでしょう。まずは安全関連のユースケースにはじまり、事業のほかの分野に  
  おける大幅な効率改善につながるソリューションとなるのです。

例えば、Bluetooth技術を用いたRTLSによる資産追跡や従業員の安全確保、機器の使用率、
その他の運用効率に関する情報提供といった機能は、ポストコロナの時代においても不可
欠です。RTLSによる接触追跡の技術は、いったん施設に導入してしまえば、パンデミック
の終息後も、拡張していくことで業務全体の改善や様々な効率化につなげることができま
す。RTLSによるソーシャルディスタンスおよび接触追跡は、最終的には生産プロセスにおけ
るより幅広い改善につなげられる技術なのです。



17

  現在、ワクチンの承認が進んでいます。Bluetoothのソリューションプロバイダーは、新型  
  コロナウイルスへの対策だけでなく、より幅広い形でRTLSを推進し、位置情報技術が生み 
  出す、より長期的な改善点にスポットライトを当てる必要があります。

RTLS は、様々な運用効率の改善や、資産および設備の追跡、従業員の安全確保、衛生管理、 
アクセス制御を実現するとともに、将来的にさらなる感染爆発が起きた場合の備えにもなりま
す。基本的に、新型コロナウイルス関連のユースケースにも対応できるRTLSのソリューショ
ンの方が、他のユースケースへの応用がきかない新型コロナウイルス対策ソリューションより
も、長期的に見ればはるかにメリットが大きくなります。新型コロナウイルス対策としてのソー
シャルディスタンス確保のためのソリューションの場合、新型コロナウイルスの感染拡大が収
束していけば徐々にその価値が低下していく一方で、様々なユースケースに対応できるソリュー
ションは、時とともに価値が増していき、投資収益率がより高くなります。長期的な戦略に基づ
き位置情報サービスに関する計画策定を進めることで、将来的な業務の効率化につながるととも
に、同じような問題が生じたときに、業務の中断を避けやすくなります。 

ABI Researchは、この結果、RTLSのソリューションの認知度が高まり、その幅広いメリッ
トに 関する企業側の認識が深まっていくと予測しており、今後10年間は成長を続けると考え
ています。ABI Researchは、今後数年で製造および物流の分野でRTLSが急速に普及してい
くと予測しています。各社は生産および物流業務のさまざまな側面を最適化しており、資産
およびリソースの可視性の向上や、生産プロセスの自動化および効率化の需要が高まってい
るためです。

ABI Researchは、製造および倉庫、物流の分野において、Bluetooth® RTLSの小規模な試
験運用から、より広範囲かつ統合された導入へと移行していくと考えています。これに伴
い、2020年から2025年にかけて同分野におけるBluetooth® RTLSの導入数は4倍になると
予測しています。また、現在 医療施設は限界に近い状態で運用されており、ポストコロナの
時代においてこのリソースを 最大限活用することの重要性が増し、医療市場は大きく拡大し
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ていくと予想されます。また、スマートビルディングの様々な用途で大幅な成長が見込まれ
ています。図4に示すように、この結果として今後数年で数億台のタグが出荷されると考えら
れます。ただし、こうした数字を達成するには、導入の複雑さや拡張性、コスト、情報の周
知、断片化、IT/OT統合といった課題を克服する必要があります。
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Bluetooth市場調査コミュニティ 
Bluetooth市場調査コミュニティに是非ご参加ください。コミュニティメンバーになること
で、Bluetooth技術の最新のトレンドや分析をご紹介する市場データに一足早くアクセスでき
るだけでなく、御社や貴方自身にとって最も価値のある調査データを得られるように、 
収集・共有 データについて意見を述べることも可能です。
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